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どの措置を採ることは可能である．実際，  Merchant(1987)やGibbs, Merchant, Van der 
Stede and Vargus(2004)などの会計学の文献では， 事後的に評価基準を緩めるような行動
を評価者が採る可能性を示唆している．  
ここでひとつ付け加えたいのは，経済学においては，相対評価によりこの問題が解
決できるという議論がなされてきたことである （たとえば Gibbons and Murphy 1990 な










った役割を担っているかどうかを実証している文献は  Gibbs, Merchant, Van der 
Stede,and Vargus (2004)やEderhof(2010)などごく一部である．  
以上から，本稿の第１の目的は，日本の大手自動車販売会社の人事および製品取引
データを使うことによって以下の３つの問題を検証することである．  












と被評価者の自己評価の違いをもってバイアスを定義している．   Macleodはこれを知




















２．AutoJapan の賃金・人事制度  
 
AutoJapan （仮称） は， 従業員数約 2000 名の国内有数の大手自動車販売会社である．
同社は，2000 年に職能資格制度の全廃を含む人事制度改革を実施し，バンドと呼ばれ













ることとなった．業績考課は S,  A,  B,  C  ,  D の５段階評価になっている．業績考
課は「量的業績」と「質的業績」を総合して評価するシステムになっている（表１） ．
を単純に５つのレンジに区分したものである． たとえば，





















３．AutoJapan における運用実態と仮説の設定  
 










調査を行ったが，ほとんどの店長や課長が指導育成の重要性を指摘した．   
 
「営業スタッフの人事考課は課長がつけてきますが，私も全部目を通しますので当然













































3.3  リスクの軽減  
 
次に，主観的評価がリスクの軽減に使われているかどうかを考えてみる．この点に
関しても， われわれは次の質問をした． 「もし店舗単位で一時的なショックがあったら，6 
 




り検証する必要がある．   
この検証のために以下の変数を考えてみる．  
    
生産性ギャップ＝店舗の生産性－会社全体の生産性 














しかし生産性ギャップが正の場合には，考課結果の差し引きは行われない． 」  
 















トを置いている可能性がある．以上から仮説４を設定する．   7 
 
    
  仮説４「店舗内獲得利益ランキングまたはステージ内獲得利益ランキングが高くな
ればなるほど業績考課は上がる．また，ランキングが業績考課に与える影響は店舗の









さらに，われわれは，AutoJapan 社員に対して 2000 年の人事制度改革に関する従業









異なる評価が与えられる（ 「手心が加えられる」 ）可能性があるためである． 
 
５．推定モデルと分析結果  
   
  5.1  主観的評価とインセンティブ  
 
  以上の仮説を検証するために以下の線形モデルを推定する．  
    
(業績考課結果または昇給額)it＝β0+β1(個人客年間獲得利益)＋β2(法人客年間獲得利益)it
＋β3(個人客販売台数)it＋β4(法人客販売台数)＋β5(ステージダミー)it + (マルチタスク関
連変数)it＋γ (生産性ギャップ変数)it＋δ(相対評価変数)it  
＋(店舗固定効果)＋uit  






























































正になっている． しかし有意ではない． つまり， 獲得利益をコントロールした後でも，
店舗内ランキングが上がると（つまり１位に近づくと）業績効果が上がるという結果
であるが，この影響は小さい店舗での方が大きい．平均的な規模の店舗でいうと（営

















  そうした中で，Engellandt and Riphahn (2011)の研究は貴重である．彼らは大手企業の
人事パネルデータを使って， 「えこひいき」 が社員の努力度に及ぼす影響をチェックし






   しかし，主観的評価のバイアスは，真のパフォーマンスと実際の評価との差，もし
くは評価者による評価と社員の自己評価との差として定義されるべきである．









くバイアスを表すと考えられる． したがって，残差は Engellandt and Riphahn の指標








考課推定式で使われた 673 人のうち 267 人からの回答が得られた．以下の推定式を
考える．  
（残差の個人時系列平均）i ＝β０＋β１（評価は公正でない）i  
               ＋β（その他変数）i＋（店舗固定効果）＋ui  
この式により， 被評価者が残差をバイアスと認識しているかどうかがわかる． つまり，
これは知覚されるバイアスがあるかどうかの検証である． 
  表５がその推定結果である． 「評価は公正でない」 と考えている人は，残差が小さく















うな変数をいくつか入れている．  測定誤差の標準偏差が大きいと， 当年の生産に負の
影響があるという結果が出ている．この結果は両側検定では有意ではないが，片側検
定で７%有意であり， バイアスが生産性を落とすという仮説と整合的である． しかし，







































準を甘くすることにより， リスクが軽減されているという仮説が支持された．  店舗に
負のショックが発生した場合，考課結果に上乗せがなされるが，正のショックがあっ
た場合には考課結果の削減はなされないことが明らかになった． 
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考課項目  ウエイト  評価点  考課 
個人販売台数  70 30
個人獲得利益  70 20
個人保険収入  20 20
目標面接  40 40
受注回収までの所要日数  50 20
過去販売車両車検掌握率  50 30










Ｓ  Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ 
Ｓ 2.3 -2.2 -40.0 -50.0 -70.0
Ａ 5.6 2.1 -2.1 -40.0 -50.0
Ｂ 40.0 5.2 2.0 -1.9 -40.0
Ｃ 50.0 40.0 4.8 1.8 -1.8
Ｄ 70.0 50.0 40.0 4.4 1.7
(注) 自分のステージ以上の考課結果を取らないと，職務給が上らない．








サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
Ａ　考課昇給決定式で使われた変数
業績考課結果 2061 2.653 0.834 1.000 5.000
昇給額（円） 2061 3629.209 11534.250 -50000.000 50000.000
年間獲得利益(万円) 2061 2066.534 788.871 137.284 6157.831
年間販売台数 2061 62.501 23.063 7.000 177.000
年間獲得利益(個人客からのみ)(万円) 2061 1649.153 -637.496 408.815 4345.844
年間獲得利益(法人客からのみ)(万円) 2061 417.381 336.072 -22.689 2623.720
年間販売台数(個人客からのみ) 2061 44.906 17.072 4.000 120.000
年間販売台数(法人客からのみ) 2061 17.595 14.886 0.000 158.000
ステージＳダミー 2061 0.025 0.157 0.000 1.000
ステージＡダミー 2061 0.098 0.297 0.000 1.000
ステージＢダミー 2061 0.257 0.437 0.000 1.000
ステージＣダミー 2061 0.309 0.462 0.000 1.000
ステージＤダミー 2061 0.310 0.463 0.000 1.000
営業スタッフ1人当たり新人数割合 2061 0.151 0.351 0.000 2.800
店舗内第1位ステージダミー 2061 0.203 0.403 0.000 1.000
店舗内第2位ステージダミー 2061 0.247 0.432 0.000 1.000
店舗内第3位ステージダミー 2061 0.249 0.432 0.000 1.000
年間総顧客数における法人客の割合 2061 0.077 0.048 0.010 0.247
生産性ギャップ(万円) 2061 -0.684 296.530 -757.361 1237.802
店舗内獲得利益ランキング 2061 4.533 2.545 1.000 13.000
ステージ内獲得利益ランキング 2061 81.925 55.377 1.000 250.000
店舗内営業スタッフ数 2061 8.003 1.955 3.000 13.000
ステージ内営業スタッフ数 2061 162.678 52.030 2.000 250.000
営業スタッフの勤続年数 2061 12.766 9.412 1.083 42.167
課長の勤続年数 2061 26.376 5.124 10.833 37.167
Ｂ　残差推定式で使われた変数
個人平均残差 266 0.011 0.238 -1.139 0.752
1日に上司と話す平均的な時間数(分) 266 28.316 22.676 0.000 180.000
1日に部下と話す平均的な時間数(分) 266 4.267 12.883 0.000 120.000
｢業績考課は公平ではない｣という回答ダミー 266 0.015 0.122 0.000 1.000
｢アドバイスをする人は今も前もいる」という回答ダミー 266 0.211 0.408 0.000 1.000
｢今も前も助け合いしながら仕事をしている｣という回答ダミー 266 0.782 0.414 0.000 1.000
Ｃ　店舗生産性推定式で使われた変数
各店舗生産性(1人当たり獲得利益)(万円) 212 2076.224 311.661 1416.450 3411.614
各店舗残差標準偏差 212 0.407 0.136 0.124 1.054
店舗営業スタッフ数 212 7.514 1.919 4.000 12.000
店舗平均営業スタッフ勤続年数 212 12.998 3.255 5.479 21.667
営業スタッフ1人当たり新人数 212 0.218 0.474 0.000 2.800
課長の勤続年数 212 26.453 5.244 12.167 36.167年間獲得利益(100万円，個人)  0.0002397 ***  3.96133  *** 
(0.0000525)  (1.370951) 
年間獲得利益(100万円，法人)  0.0000647  1.77975 
(0.0000851)  (1.690976) 
年間車両販売台数(個人)  0.110027 ***  184.0225  *** 
(0.0014876)  (31.59292) 
年間車両販売台数(法人)  0.008907 ***  117.2553  *** 
(0.0024177)  (29.47316) 
営業スタッフ1人当り新人数割合  -0.1096461 **  -1175.0410 
(0.0483089)  (946.4669) 
営業スタッフ1人当り新人数割合×店舗内第1位ステージダミー  0.2378252 **  1559.695 
(0.0756873)  (1245.858) 
営業スタッフ1人当り新人数割合×店舗内第2位ステージダミー  0.1612159 **  1862.729  ** 
(0.0636189)  (817.848) 
営業スタッフ1人当り新人数割合×店舗内第3位ステージダミー  0.2104604 ***  4342.466  *** 
(0.0441807)  (1150.628) 
全顧客に占める法人客割合  0.2051373  15667.84 
(0.7178178)  (11913.78) 
生産性ギャップ(正)  0.0001338  2.223939 
(0.0001141)  (2.323556) 
生産性ギャップ(負)  -0.0003343 **  -6.461996  ** 
(0.0001278)  (1.995984) 
店舗内ランキング  -0.0944348 *  -1632.739 
(0.521877)  (1052.903) 
店舗内ランキング×店舗内営業スタッフ数  0.0090756 *  122.8782 
(0.0051362)  (94.1289) 
ステージ内ランキング  -0.2793351 ***  540.5018 
(0.0414544)  (1015.242) 
ステージ内ランキング×ステージ内営業スタッフ数  0.0009159 ***  -1.751775 
(0.0001858)  (4.290776) 





0.7562  0.4869 
業績考課結果  昇給額 
2061  2061 
247.95  34.51表5．個人ごとの残差の時系列平均の規定要因，店舗固定効果
評価は公正でない -0.151594 ***
(0.0549268)
1日に部下と話す時間(分) 0.0024352 *
(0.0014293)
1日に上司と話す時間(分) -0.0013039
(0.0007945)
アドバイスをする人・される人が以前も今もいる -0.003374
(0.0424878)
以前も今も助け合って仕事を進めている 0.1393093 ***
(0.0522288)
定数項 -0.0679627 *
(0.0405248)
サンプル数
F値
自由度修正済決定係数
266
0.0885
5.58表6．店舗生産性の規定要因，店舗固定効果
残差の店舗単位標準偏差(当期) -165.8863
(116.1772)
残差の店舗単位標準偏差(１期前) -76.540280
(106.1895)
営業スタッフの平均勤続年数 -4.692841
(8.939548)
営業スタッフの数(店舗のサイズ) -111.4562 ***
(23.82305)
営業スタッフ1人当たり新人数割合 111.9989 ***
(25.13879)
課長の勤続年数 -2.167124
(2.986282)
定数項 3080.306 ***
(270.4649)
年ダミー Yes
サンプル数
F値
自由度修正済決定係数
212
19.05
0.5156